第１号様式
（第３条関係）
年　　月　　日　　
　　　明和町長　様
申請者　住所又は主たる事業所の所在地　　　　　
氏名又は名称・代表者氏名　　　　　　　
 EQ \O(〇,印)印　　
奨励措置指定申請書
　　明和町事業所設置奨励条例（平成17年明和町条例第15号）第３条第１項の規定による指定を受けたいので、同条例第３条第２項の規定に基づき、関係書類を添えて下記のとおり申請します。
記
　１　事業者・事業所の概要
	住所又は主たる事業所の所在地
	

	氏名又は名称・代表者氏名
	

	業種
	

	事業概要
	


　２　奨励措置指定の申請を行う施設等の概要
	設置の区分
	新設・増設

	所在地
	明和町大字

	名称
	

	業種
	

	事業概要
	

	投資額
	土地
	　　　　　　　　円（　　　　　　　　㎡）
区分　所有・貸借

	
	家屋
	　　　　　　　　円（　　　　　　　　㎡）

	
	償却資産
	　　　　　　　　円

	
	合計
	　　　　　　　　円


	総従業員数
	　　　　　　人

	
	
	うち新規雇用正社員　　　　人

	
	
	
	うち障がい者である新規雇用正社員　　　人

	事業開始日
	　　　　　　　年　　月　　日

	その他参考事項
	


３　担当者連絡先等
	担当所属・氏名
	

	電話・ＦＡＸ
	電　話　　　　　　　　ＦＡＸ


　４　添付書類
　　(１)　法人登記簿謄本又は住民票写し
　　(２)　定款又はこれに類するもの
　　(３)　投資額の明細書（土地、建物、償却資産）
　　(４)　投資額を証する書類（土地、建物、償却資産の売買契約書又は請負契約書の写し等）
　　(５)　土地の登記簿謄本（投資額の内訳に土地が含まれる場合）
　　(６)　施設等の位置図、配置図、平面図
　　(７)　町税の納税証明書
　　(８)　その他町長が必要と認める書類
第２号様式
（第４条関係）
文書番号　　　　　
年　　月　　日　　
　　　氏名又は名称・代表者氏名　　　　　様
明和町長　　　　　　　　 EQ \O(〇,印)印　　
指定事業者可否決定通知書
　　明和町事業所設置奨励条例（平成17年明和町条例第15号）第３条第２項の規定により　　　　年　　月　　日付けで申請のありました奨励措置指定申請について、下記のとおり決定しましたので、同条例第３条第３項の規定に基づき、下記のとおり通知します。
記
　１　奨励措置指定事業者
	審査結果
	指定する（事業者指定番号　第　　号）・指定しない

	住所又は主たる事業所の所在地
	

	氏名又は名称・代表者氏名
	

	業種
	

	事業概要
	


　２　奨励措置の対象となる施設等
	設置の区分
	新設・増設

	所在地
	明和町大字

	名称
	

	業種
	

	事業概要
	

	投資額
	土地
	　　　　　　　　円（　　　　　　　　㎡）
区分　所有・貸借

	
	家屋
	　　　　　　　　円（　　　　　　　　㎡）

	
	償却資産
	　　　　　　　　円

	
	合計
	　　　　　　　　円

	総従業員数
	　　　　　　人

	
	
	うち新規雇用正社員　　　　人

	
	
	
	うち障がい者である新規雇用正社員　　　人


	事業開始年月日
	　　　　　　　年　　月　　日

	その他参考事項
	


　
３　指定の条件等
　　(１)　明和町事業所設置奨励条例及び同条例施行規則の規定を遵守すること。
　　(２)　この指定に係る関係書類は、関係事業及び事務完了後５年間保存すること。
第３号様式
（第５条関係）
年　　月　　日　　
　　　明和町長　様
申請者　住所又は主たる事業所の所在地　　　　　
氏名又は名称・代表者氏名　　　　　　　
 EQ \O(〇,印)印　　
事業所設置奨励金交付申請書
　　明和町事業所設置奨励条例（平成17年明和町条例第15号）第４条の規定による事業所設置奨励金の交付を受けたいので、同条例第５条第１項の規定に基づき、関係書類を添えて下記のとおり申請します。
記
１　事業者指定番号、奨励措置の対象となる施設等
	事業者指定番号
	第　　号

	設置の区分
	新設・増設

	所在地
	明和町大字

	名称
	

	業種
	

	事業概要
	


２　交付申請額、算出基礎
	交付申請額
	　　　　　　　　　　　　　　円（③の千円未満を切り捨て）

	申請する年度
	基準年度分　・　基準年度の翌年度分　・　基準年度の翌々年度分

	既交付額
	　　　　　　　　　　　　　　円（３年間の合計額は１億円を超えることができない）

	算出基礎
	施設等に係る固定資産税額
	土地
	　　　　　　　　　　　　　　円

	
	
	家屋
	　　　　　　　　　　　　　　円

	
	
	償却資産
	　　　　　　　　　　　　　　円

	
	
	合計
	　　　　　　　　　　　　　　円（①）

	
	新規雇用正社員等の数

(※前年度末時点の雇用人数を記載)
	新規雇用正社員
	　　人
	円（人数×250,000円）

	
	
	障がい者である

新規雇用正社員
	　　人
	円（人数×350,000円）

	
	
	合計
	　　人
	円（②）

	
	算出額
	①×規定割合(※)=　　　　　　　　　　円(a)

※基準年度分　①×100/100(工業団地内操業の場合は150/100）
　　基準年度の翌年度分　①×75/100(工業団地内操業の場合は100/100）
　　基準年度の翌々年度分　①×50/100(工業団地内操業の場合は75/100）
(a)＋②=　　　　　　　　　　　　 円（③）


　
３　添付書類
　　(１)　施設等に係る固定資産明細書（土地、家屋、償却資産）
　　(２)　町税の納税証明書
　　(３)　その他町長が必要と認める書類
第４号様式
（第６条関係）
文書番号　　　　　
年　　月　　日　　
　　　氏名又は名称・代表者氏名　　　　　様
明和町長　　　　　　　　 EQ \O(〇,印)印　　
事業所設置奨励金交付決定通知書
　　明和町事業所設置奨励条例（平成17年明和町条例第15号）第５条第１項の規定により　　　　年　　月　　日付けで申請のありました事業所設置奨励金の交付について、下記のとおり決定しましたので、同条例第５条第２項の規定に基づき、下記のとおり通知します。
記
１　事業者指定番号、奨励措置の対象となる施設等
	事業者指定番号
	第　　号

	設置の区分
	新設・増設

	所在地
	明和町大字

	名称
	

	業種
	

	事業概要
	


２　交付決定額、算出基礎
	交付決定額
	　　　　　　　　　　　　　　円（③の千円未満を切り捨て）

	決定する年度
	基準年度分　・　基準年度の翌年度分　・　基準年度の翌々年度分

	既交付額
	　　　　　　　　　　　　　　円（３年間の合計額は１億円を超えることができない）

	算出基礎
	施設等に係る固定資産税額
	土地
	　　　　　　　　　　　　　　円

	
	
	家屋
	　　　　　　　　　　　　　　円

	
	
	償却資産
	　　　　　　　　　　　　　　円

	
	
	合計
	　　　　　　　　　　　　　　円（①）

	
	新規雇用正社員等の数

(※前年度末時点の雇用人数を記載)
	新規雇用正社員
	　　人
	円（人数×250,000円）

	
	
	障がい者である

新規雇用正社員
	　　人
	円（人数×350,000円）

	
	
	合計
	　　人
	円（②）

	
	算出額
	①×規定割合(※)=　　　　　　　　　　円(a)

※基準年度分　①×100/100(工業団地内操業の場合は150/100）
　　基準年度の翌年度分　①×75/100(工業団地内操業の場合は100/100）
　　基準年度の翌々年度分　①×50/100(工業団地内操業の場合は75/100）

(a)＋②=　　　　　　　　　　　　 円（③）


３　交付の条件等
　(１)　明和町事業所設置奨励条例及び同条例施行規則の規定を遵守すること。
　(２)　この指定に係る関係書類は、関係事業及び事務完了後５年間保存すること。
第５号様式
（第７条関係）
年　　月　　日　　
　　　明和町長　様
申請者　住所又は主たる事業所の所在地　　　　　
氏名又は名称・代表者氏名　　　　　　　
 EQ \O(〇,印)印　　
指定申請変更届
　　　　　　年　　月　　日付け奨励措置指定申請書の内容に変更が生じましたので、明和町事業所設置奨励条例施行規則（平成17年明和町規則第10号）第７条の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。
記
　１　事業者指定番号、変更事項等
	事業者指定番号
	第　　号
（指定前の場合は申請の年月日　　　　年　　月　　日）

	変更事項
	

	変更年月日
	　　　　　　年　　月　　日

	変更理由
	


　２　添付書類
　　(１)　変更事項を証する書類
　　(２)　その他町長が必要と認める書類
第６号様式
（第８条関係）
年　　月　　日　　
　　　明和町長　様
申請者　住所又は主たる事業所の所在地　　　　　
氏名又は名称・代表者氏名　　　　　　　
 EQ \O(〇,印)印　　
事業所休止（廃止）届
　　奨励措置の対象となる事業所を休止・廃止しましたので、明和町事業所設置奨励条例施行規則（平成17年明和町規則第10号）第８条の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。
記
　１　事業者指定番号、休止・廃止の区分等
	事業者指定番号
	第　　号

	休止・廃止の区分
	休止・廃止

	休止・廃止の年月日
	　　　　　　年　　月　　日

	休止・廃止の理由
	


